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Ａ．研究目的 
 近年、母体の高齢化に伴う医学的ハイリスクに加
え、特定妊婦等の社会的ハイリスク妊産婦が増加し、
出産前後のケアの需要が高まっている。こうした状
況を踏まえて、出産前後の⽀援として令和元年に産
後ケア事業が法制化されるなど、母子保健事業の充
実化が進められている。また、「妊産婦に対する保健・
医療の在り方に関する検討会」（平成 31（2019）年）
1)において、「妊産婦の医療や健康管理等に関する調
査」が実施され、産婦人科領域への保健・医療ニー
ズについてとりまとめられた。出産と同時に育児が
始まり、乳児健康診査や予防接種など小児科とのか
かわりが深まっていくことから、妊産婦にとって小

児科領域も家族ケアや育児⽀援の重要な資源となる。 
本分担研究では、産前産後期の妊産婦の評価の実

情および小児科領域に対する⽀援ニーズを明らかに
すること、および、ニーズに応えるための実践の場
について提案することを目的とした。それによって、
研究班全体が掲げる日本版 Bright Futures の開発
のための５つのミッションのうち、「周産期・子育て
期 の 家 族 ⽀ 援 を 目 的 と し た  biopsychosocial 
assessment ツールの開発」に資することを目標とし
た。 
 
Ｂ．研究方法 
 次の手順で調査を実施した。  

研究要旨 
本分担研究では、産前産後期の妊産婦に対する評価の実情と小児科領域に対する⽀援ニーズ

を明らかにし、ニーズに応えるための実践の場について提案することを目的とした。妊産婦の評
価状況の把握とツール等の整備状況に関して文献調査とヒヤリング調査を実施し、妊産婦の小
児科領域に対するニーズ調査としてインタビュー調査と文献調査を実施した。全国の 98.0％の
市区町村が妊娠届け出時の妊婦の身体的・精神的・社会的状況把握を実施し、自治体独自の問診
票が利用されていた。最近の厚⽣労働科学研究を通じて、妊産婦のアセスメントおよびその後の
保健指導等に関する手引書などが複数作成されていた。小児科領域へのニーズは産後早期から
高まり、“ちょっと気になるレベル”の心配事を専門家に気軽に相談したいという潜在ニーズがあ
ることが分かった。現時点で、妊産婦の小児科領域への⽀援に応えるための実践の場としては、
子育て世代包括⽀援センターを窓口とした連携⽀援が考えられた。今後の課題として、妊産婦の
評価についての精度管理の実施、厚労科研等で開発されたツールの活用、ICT を利用したポピュ
レーションアプローチなどが考えられた。また、産後早期から小児科領域への⽀援ニーズが高ま
ることから、子育て世代包括⽀援センターと小児科が、対象者の妊娠中から密な連携をとり、ニ
ーズに応える体制を構築することが重要と考えられた。 
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（１）妊産婦の評価状況の把握とツール等の整備状
況に関する調査 

まず、妊産婦の評価状況を明らかにするため、国
の母子保健施策の実施状況を確認し、自治体での妊
産婦への評価等対応状況についてヒヤリング調査を
実施した。ヒヤリング調査の対象は、コロナ禍にお
ける自治体の状況を踏まえて、分担研究者の所属す
る鳥取県の市町村の母子保健所管課／子育て世代包
括⽀援センターとし、事業担当保健師とオンライン
形式で調査を実施した。 

次に、厚⽣労働科学研究成果データベース 2)を用
いて、妊産婦に対する評価ツール等の整備状況につ
いて調査した。 
（２）妊産婦の小児科領域に対するニーズ調査 

妊産婦を対象として、小児科領域に対する相談⽀
援等のニーズ調査を計画した。パイロットスタディ
として、出産 1 年以内の産婦 5 名を対象に産前・産
後期における小児科医師に対するニーズについてイ
ンタビュー調査を実施し、ニーズの傾向を明らかに
した。次に、妊産婦を対象とした既存の事業を調査
し、ニーズに応えるための実践の場について検討し
た。 
（倫理面への配慮） 

先行研究等に係る調査は成果物の⼊手等を実施す
るものであり、配慮を要する情報は取り扱わない。
ヒヤリング調査およびインタビュー調査は対象の同
意を得て実施し、いずれも個人情報は取り扱わない。 
 
Ｃ．研究結果 
（１）妊産婦の評価ツール等の整備状況に関する調
査 

妊娠届け出時、妊婦の身体的・精神的・社会的状
況の把握について、全国の 98.0％の市区町村が実施
していた 3)。鳥取県 19 市町村を対象としたヒヤリン
グ調査において、全ての市町村（19/19）で妊娠届け
出時のアンケート調査、訪問事業、産婦健診時の
EPDS による評価を全て実施していた。妊産婦を対
象としたアンケート調査として、実際に使用されて
いる問診票を示す（表１）。問診票は身体的・精神的・
社会的状況に関する項目が設定されており、体調面
の不良だけではなく、メンタルヘルスの問題が疑わ

れる場合や家庭⽣活の不安定さなどの状態を総合的
に判断して、妊婦訪問等につなげていた。EPDS（エ
ジ ン バ ラ 産 後 う つ 病 自 己 評 価 票 ： Edinburgh 
Postnatal Depression  

Scale）は、イギリスの研究者、Cox らが、産後う
つ病のスクリーニングを目的として開発した調査票
である 4)。母親の自己記⼊する形式の調査票であり、
産後うつ病のスクリーニングに広く用いられている。
出産後は、赤ちゃん訪問事業（新⽣児訪問事業・乳
児全戸訪問事業）を通じて、産婦全例の状態把握を
おこなっていた。また、産後検診（2 週、4 週）では、
実施機関において受診者全例に EPDS でメンタルヘ
ルスのリスク評価を実施していた。①EPDS の合計
得点が 9 点以上、②質問 10 が 1 点以上、③産後の
気分の変化が続いている、の内いずれかにあてはま
る産婦については、実施施設から電話もしくは FAX
により、受診当日、遅くとも数日以内に市町村の母
子保健所管部署に連絡をし、産婦訪問等の相談・訪
問事業や産後ケア事業につなげていた。現場保健師
の意見として、EPDS を用いることで、問診だけで
は精神的な不安定さを見逃していたケースをピック
アップすることができた、一方で、繰り返し EPDS
を実施することで、検査自体に慣れが⽣じて故意的
に点数が低くなるよう回答していると思われるケー
スが複数あった。 

先行研究における産前産後期のツール等の整備状
況について、厚⽣労働科学研究「妊婦健康診査およ
び妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と効果
的な保健指導のあり方に関する研究」（研究代表者：
光田信明）5)では、妊婦の身体的・精神的・社会的状
況を確認するための問診票とその評価方法、保健指
導に関する「お母さんの健康と⽣活に関する問診票」
が作成されていた。問診票については、先に示した
自治体例と概ね一致する項目が使用されていた。加
えて、その後のフォローアップのための保健指導等
に活用できるマニュアルが示されていた。また、「社
会的ハイリスク妊婦の把握と切れ目のない⽀援のた
めの保健・医療連携システム構築に関する研究」（研
究代表者：光田信明）6)においては、社会的ハイリス
ク妊婦のスクリーニングに有用な尺度が提案され、
「社会的ハイリスク妊婦の⽀援と連携に関する手引



70 
 

書」が作成された。さらに、「妊産婦及び乳幼児の栄
養管理の⽀援のあり方に関する研究」（研究代表者：
楠田聡）では、栄養法にかかわらず育児⽀援の必要
性があること、離乳食の十分な説明が必要であるこ
となどが提示された。7) 
（２）妊産婦の小児科医師に対するニーズ調査 
 産婦へのインタビュー調査では、妊娠中は胎児や
自身の体調に対する相談⽀援ニーズが主であり、小
児科医に対するニーズは低かった。一方で、産後す
ぐから、退院した後の子育てに対する漠然とした不
安や、子育ての相談先がわからない、不確かなネッ
ト情報への不安などが高まり、専門的な相談先とし
て小児科領域へのニーズが増えていた。小児科領域
に相談したい内容について、図１にまとめた。日常
⽣活でのケアや乳児特有の状態に対する疑問など、
受診するべきかどうか迷う状態について気軽に相談
したいというニーズが多かった。 
図１ 

 
 
妊産婦を対象とした小児科医が関わる既存の事業

として、「プレネイタルビジット（ペリネイタルビジ
ット）」がある。プレネイタルビジットは、医師と家
族との信頼関係の樹立、妊産婦の基礎データの取得、
今後の育児に関する予測と対策、母親・父親として
の自覚と役割の構築、ハイリスク因子の洗い出しと
対策を目的とした母子保健サービスである。8), 9) 基
本的にはポピュレーションアプローチとして全例を
対象とすることが望ましいが、初産、若年夫婦、不
安が強い妊婦、一人親、リスクのある妊娠など対象
を選んでハイリスクアプローチとして実施されるこ
ともある。日本においては、平成 4（1992）年に「出
産前小児保健指導事業」として実施されていた。厚
⽣科学研究によりガイドラインが作成され、保健指
導の項目についても整理された。項目について図２

にまとめた。また、その普及・啓発のために、日本医
師会により「出⽣前小児保健指導事業（プレネイタ
ル・ビジット事業）Q&A」が作成された。10) 

図２ 

 
 
プレネイタルビジットは、平成 24（2012）年から

地方交付税措置となり、現在は、三重県、大分県、福
岡市、北九州市、大阪市、文京区など一部の自治体
で実施されている。プレネイタルビジット事業に関
する国の取組みについて図３にまとめた。 
図３ 

 
 
現在、妊産婦および子育て期の総合⽀援窓口とし

て「子育て世代包括⽀援センター」の設置が進めら
れている。子育て世代包括⽀援センターは、平成 26
（2014）年度から「妊娠・出産包括⽀援事業」とし
て開始され、「母子保健法」の平成 28（2016）年 6 月
改正により法定化された。法律上の名称は「母子健
康包括⽀援センター」（第 22 条）という。子育て世
代包括⽀援センターは、妊産婦、乳幼児とその保護
者を対象に実情の把握、相談⽀援、助言・保健指導、
⽀援プランの作成、関係機関との連携を行う。「ニッ
ポン一億総活躍プラン」(2016 年 6 月 2 日）におい
て令和 2（2020）年度末までに全国展開を目標とし、
令和 2（2020）年 4 月時点で 2052 か所に設置され
た。子育て世代包括⽀援センターの主業務の一つで
ある保健医療または福祉の関係機関との連絡調整に

 おなかの張りや胎動でしか体調の変化がわからない。
 産婦人科医、エコー技師、助産師から胎児の状況を伝えてもらい安心できた。

 出産後、退院した後の子育てに対して漠然と不安が大きかった。
 子育てに関する相談先がわからない。
・ 産婦人科でよいのか？
・ 未だ受診したことのない小児科にどう相談すればよいか？
・ ネット検索やＳＮＳで不確かな情報を得てかえって不安になった。
 小児科をどのように探せばよいかわからなかった。

• 吐き戻しが多い新生児。どの程度まで様子を見てよいか？
• ギュルギュルとお腹から頻繁に音がして心配。消化している音？病気？
• 乳児湿疹はどの程度が普通かわからない。育児本の写真と見比べることしかできない。
• 皮膚のトラブルは市販薬の保湿だけで治るのか？悪くならないか？
• オムツかぶれで皮膚が赤くなっているが、小児科を受診したことがないので塗り薬がない。
• 夜間の高熱や誤飲で、＃８０００に相談したが、つながりにくかった。

住まいの市町村のことから状況を説明する必要があり、一度の相談にかなり時間がかかった。
子どもをあやしたり、様子をみたりしながら長い電話をするのは難しかった。

• クロネコ（宅急便）や楽天市場などでもチャットで質問が気軽にでき、すぐに答えてもらえる。
気軽に時間を気にせず相談できる環境が欲しい。

妊産婦へのインタビュー調査

厚生労働省研究班で検討され、プレネイタルビジット等で活用されている項目

育児全般
母乳育児、育児について、父親の育児参加

産科退院後の赤ちゃんとその環境
生活リズム、室温等

よく心配される症状・特徴
よく吐く、しゃっくり、ゲップが出にくい、ゼイゼイ、目やに、鼻づまり、首の向き癖、
便が出づらい、臍のケア、臍ヘルニア、乳児湿疹、おむつかぶれ

その他心配されそうなこと
外出について、タバコ、テレビ、乳児突然死症候群の予防

予防接種の受け方
乳幼児検診の受け方、お子さんが夜間・休日に病気になったとき

プレネイタルビジットに関する国の取り組み

• 地域の小児科医、家庭医の確保が困難
• 産婦人科医にメリットが見えない

• 小児科診療所の診療の忙しさ
• 医師のカウンセリング技術不足

• PR不足
• 市町村の財政の問題

育児等健康支援事業（H7）→次世代育成支援対策交付金に移行（H17）→子育て支援交付金に移行（H23）
→地方交付税措置（H24）

「健やか親子２１」で育児不安の解消、
児童虐待の対策から必要性が再認識
⇒H13 モデル事業化

平成2年10月 「これからの母子医療に関する検討会」（児童家庭局長の私的懇談会）
平成4年5月 同検討会から「最終報告」

「出産前小児保健指導事業（プレネイタルビジット）の推進」
対象：妊娠後期の妊婦
内容：妊婦の主治医が生まれてくるこの主治医となる医師を紹介

→出産後の育児に関する保健指導を受ける機会を確保

平成4年5月11日 児母衛第20号「出産前小児保健指導事業の実施について」課長通知
小児科医等の保健指導：育児不安の解消、育児の心構え、栄養、保湿、皮膚の清潔・沐浴、

よくみられる症状・状態、一般生活（寝かせ方、おむつのあて方）等

厚生科学研究「少子化時代に対応した母子保健事業に関する研究」
平成4年度 「出産前小児保健指導ガイドラインの作成に関する研究」
平成5年度 「出産前小児保健指導ガイドラインの作成」

平成7年4月 3日 児母第19号「地域母子保健事業の実施について」に統合され平成4年通知は廃止
平成13年度 全国46地域でモデル事業開始 →平成16年度20市町村

厚生科学研究「育児不安軽減のための小児科医の役割とプレネイタルビジットの評価に関する研究」
平成13～15年度
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おいて、小児科領域との連携が行われている。11) 
 
Ｄ．考察 
 妊婦の身体的・精神的・社会的状況について、全
国のほぼ全ての市町村において妊娠届け出時から把
握するしくみがあった。さらに、妊娠期から周産期
にかけて複数回評価の機会を持ち、身体的な面だけ
でなく、心理社会的状態を評価していることがわか
った。評価ツールに EPDS を用いることで、潜在ニ
ーズを拾える可能性があった。一方で、EPDS の使
用について、多い場合は、妊娠期から産後検診まで
合計３～４回繰り返し使用されている状況があった。
EPDS は通常、スクリーニングとして 1 回のみ使用
されるツールであり、繰り返し使用することで評価
に歪みが⽣じるリスクがある。自治体において使用
中のツールについて精度管理を行う必要があると考
えられた。また、最近の厚⽣労働科学研究を通じて、
アセスメントおよびその後の保健指導等に関する手
引書やマニュアルが作成されていることから、研究
成果物を取り⼊れたり、既存のツールと組み合わせ
て使用したりするなどの検討が必要と考えられた。 
 インタビュー調査から、妊娠中は小児科領域への
ニーズが少ない一方で、出産直後からニーズが高ま
っていることが明らかになった。また、受診する必
要があるか判断できない“ちょっと気になるレベル”
の心配事を専門家に気軽に相談したいという潜在ニ
ーズがあることが分かった。育てにくさが高じる前
にポピュレーションアプローチで不安を払しょくし、
安心した育児を継続できるシステムを構築する必要
性があると考えられた。子育てアプリによるチャッ
トで回答が得られる等の ICT を活用した仕組みが有
用であると考えられた。 

妊産婦の小児科領域への⽀援ニーズに応えるサー
ビスとして、「プレネイタルビジット」が国により事
業化され、厚⽣科学研究によるガイドライン等が整
備されていた。これらの内容は現在のニーズにも十
分応えられるものであり、当該研究班で実施する「周
産 期 ・ 子 育 て 期 の 家 族 ⽀ 援 を 目 的 と し た 
biopsychosocial assessment ツールの開発」において
応用して活用することが望ましいと考えられた。 
 現時点で、妊産婦の小児科領域への⽀援ニーズに

応えるための実践の場としては、「子育て世代包括⽀
援センター」を窓口とした連携⽀援が考えられる。
全国の 9 割以上の自治体に設置されており、妊娠届
け出時から始まり、子育て期までの包括的な総合⽀
援窓口であることから、妊娠中から小児科領域と連
携を密にとり、関係を構築しておくことで、産後す
ぐから高まる小児科領域への⽀援ニーズに応える体
制を整えることが可能となる。全ての妊婦が早期に
小児科につながることで、不安が高じる前に気軽な
相談ができるポピュレーションアプローチが可能に
なる。また、診察等を通して、虐待リスク等を孕む
社会的リスク要因のある家庭に対してより丁寧なハ
イリスクアプローチをすることで、深刻な状況とな
るまでの予防・早期発見提供が可能となると考えら
れた。 
 
Ｅ．結論 
 産前産後期について、妊産婦に対する身体的・精
神的・社会的評価が全国的に実施されているところ
である。今後は、精度管理の実施や、厚労科研等で
開発されたツールの活用が課題である。また、既存
の資料を ICT 活用することでより利便性が高まり、
ニーズに応えることが可能になると考えられた。ま
た、産後早期から小児科領域への⽀援ニーズが高ま
ることから、子育て世代包括⽀援センターと小児科
が妊娠中から密な連携をとり、ニーズに応える体制
を構築することが重要と考えられた。 
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